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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 純資産額の算定にあたり、第10期中間期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会

計基準第５号)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指

針第８号)を適用しております。 

第一部 【企業情報】

回次 第９期中 第10期中 第11期中 第９期 第10期

会計期間

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日

自 平成19年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ９月30日

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ３月31日

売上高 (千円) 1,076,315 2,284,025 3,058,377 2,921,883 4,887,421

経常利益 (千円) 259,621 615,459 566,848 780,864 1,304,610

中間(当期)純利益 (千円) 117,485 318,818 539,262 417,072 856,247

純資産額 (千円) 2,299,807 2,858,595 3,998,259 2,599,393 3,477,377

総資産額 (千円) 3,929,817 4,496,059 7,318,073 4,198,630 5,401,822

１株当たり純資産額 (円) 48,720.60 20,173.29 27,237.58 18,355.74 24,064.61

１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) 2,495.98 2,250.27 3,767.51 2,949.38 6,033.31

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) 2,463.22 2,225.24 3,763.99 2,911.21 5,975.21

自己資本比率 (％) 58.5 63.6 53.3 61.9 63.8

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △73,225 591,522 961,686 423,315 984,501

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △216,774 △182,937 246,317 △550,497 △181,007

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △89,947 △135,913 △84,818 △421,037 91,749

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高

(千円) 743,423 953,554 2,699,312 575,151 1,576,126

従業員数
(外、平均臨時雇用人員)

(人)
75
(14)

127
(22)

167
(23)

96
(17)

148
(22)



３ 第９期の１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、平成17年11月18日付

の株式分割(１株につき３株)が期首に行われたものとして算出しております。 

当該株式分割を考慮して算出した、遡及修正後の１株当たり指標については以下のとおりとなっておりま

す。なお、以下の数値に関しては監査法人トーマツの監査を受けておりません。 

 
  

回次 第９期中

会計期間

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

１株当たり純資産額 (円) 16,240.20

１株当たり中間純利益 (円) 831.99

潜在株式調整後１株当たり 
中間純利益

(円) 821.07



(2) 提出会社の経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 純資産額の算定にあたり、第10期中間期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会

計基準第５号)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指

針第８号)を適用しております。 

３ 第９期の１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、平成17年11月18日付

の株式分割(１株につき３株)が期首に行われたものとして算出しております。  

当該株式分割を考慮して算出した、遡及修正後の１株当たり指標については以下のとおりとなっておりま

す。なお、以下の数値に関しては監査法人トーマツの監査を受けておりません。 

 
  

  

回次 第９期中 第10期中 第11期中 第９期 第10期

会計期間

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日

自 平成19年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ９月30日

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ３月31日

売上高 (千円) 1,022,997 2,069,964 2,677,532 2,776,625 4,393,909

経常利益 (千円) 284,047 637,725 553,045 814,430 1,331,160

中間(当期)純利益 (千円) 158,681 371,374 609,923 488,018 839,759

資本金 (千円) 429,950 432,956 457,592 429,950 457,164

発行済株式総数 (株) 47,204 141,702 143,136 141,612 143,133

純資産額 (千円) 2,080,167 2,744,408 3,786,109 2,409,504 3,261,210

総資産額 (千円) 3,505,261 3,528,676 5,127,691 3,781,282 4,385,611

１株当たり純資産額 (円) 44,067.61 19,367.47 26,451.13 17,014.83 22,784.47

１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) 3,371.19 2,621.22 4,261.17 3,451.09 5,917.13

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) 3,326.94 2,592.06 4,257.19 3,406.43 5,860.15

１株当たり配当額 (円) ─ ─ ─ 300 600

自己資本比率 (％) 59.3 77.8 73.8 63.7 74.4

従業員数
(外、平均臨時雇用人員)

(人)
71
(14)

100
(21)

131
(18)

86
(17)

110
(21)

回次 第９期中

会計期間

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

１株当たり純資産額 (円) 14,689.20

１株当たり中間純利益 (円) 1,123.73

潜在株式調整後１株当たり 
中間純利益

(円) 1,108.98



２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営んでいる事業の内容に重

要な変更はありません。 

 また、主要な関係会社についても異動はありません。 

  

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社における状況 

平成19年９月30日現在 

 
(注) １ 当社の企業集団は、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しており、また業務活動の区分ごとの経営組

織体系を有しておらず、同一の従業員が複数の区分の業務活動に従事しているため、全連結会社の従業員数

の合計を記載しております。 

２ 従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は（ ）内に当中間連結会計期間の平均人員を外数で記載してお

ります。 

３ 当中間連結会計期間において従業員数が19名増加しておりますが、業容拡大に伴う採用増によるものであり

ます。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成19年９月30日現在 

 
(注) １ 従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は（ ）内に当中間会計期間の平均人員を外数で記載しておりま

す。 

２ 当中間会計期間において従業員数が21名増加しておりますが、業容拡大に伴う採用増によるものでありま

す。 

  

(3) 労働組合の状況 

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  

従業員数(名)

連結会社合計 167 (23)

従業員数(名) 131 (18)



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、一部には弱さが見られるものの、企業収益の好調さが持

続し、雇用情勢は厳しさが残るものの着実に改善がみられるなど、全体としては引き続き緩やかな拡大

を続けております。  

 このような状況の中、インターネット利用者の環境につきましても、ブロードバンド契約数が平成19

年６月末現在2,715万契約となり、中でもＦＴＴＨ契約数が966万契約となるなど（総務省調べ）、利用

者数の増加とともに通信環境の高品質化が進んでおります。  

 こうした環境のもと、当社グループ運営の各サイトでは、平成19年９月度における価格比較サイト

『価格.com』の月間利用者数（注）は約833万人、月間総ページビュー数は約4億3,740万ページビュ

ー、旅行のクチコミサイト『フォートラベル』の月間利用者数（注）は約207万人、月間総ページビュ

ー数は約3,026万ページビュー、グルメ・レストランのクチコミサイト『食べログ.com』の月間利用者

数（注）は約382万人、月間総ページビュー数は約2,877万ページビューとなり、トラフィックは順調に

増加しております。 

 これらを背景に、当中間連結会計期間における連結業績につきましては、売上高は3,058百万円（前

年同期比33.9％増）と順調に推移しております。一方で、集客力向上のための先行投資として広告宣伝

を集中的に行うことで広告宣伝費が増加したほか、事業規模拡大に伴う人件費の増加、設備・システム

関連経費の増加に加え、別オフィス開設に伴う諸費用の発生も影響し、経常利益は566百万円（前年同

期比7.9％減）となりました。また、連結子会社株式の売却益を特別利益に計上した結果、中間純利益

は539百万円（前年同期比69.1％増）となりました。 

  

(注) 月間利用者数は、重複を除く月間の利用者数で、『価格.com』はＩＰアドレス数により、『フォ

ートラベル』、『食べログ.com』についてはブラウザ数により集計しております。 

  

業務区分別の業績は次のとおりであります。 

  

［集客サポート業務］ 

集客サポート業務におきましては、当社運営サイト『価格.com』への登録店舗の増加やトラフィッ

クの増加に伴い、登録店舗からの掲載料収入は順調に推移しております。また、平成18年９月に開始

した「モール横断検索（ショッピングサーチ）」は掲載事業者数及び掲載商品数の拡充を継続的に進

めるなど、登録店舗からの成果報酬による手数料収入も順調に増加しております。  

 その結果、当中間連結会計期間の売上高は476百万円（前年同期比30.9％増）となりました。 

  

［広告業務］ 

広告業務におきましては、利用者数増加による媒体力向上もあり、登録店舗、パソコンメーカーや

家電メーカーを中心としたクライアントからの広告出稿等は堅調に推移し、車メーカーからの広告出

稿が開始したことやリスティング広告の伸びも売上に寄与しております。また、平成18年12月より開

始した「CRM Base」や、平成19年４月より開始した『マンションDB』の収益化が進展するなど、広告

商品の拡充と共に新規クライアントも順調に増加しております。 



 その結果、当中間連結会計期間の売上高は705百万円（前年同期比5.4％増）となりました。 

  

［販売サポート業務］ 

販売サポート業務におきましては、ＦＴＴＨ、ＡＤＳＬ等ブロードバンド利用者は全体として引き

続き増加し、加えてＡＤＳＬの利用者が減少する一方でより高速なＦＴＴＨの利用者が増加するな

ど、より高速な通信環境へと契約を変更する利用者も増加しております。当社運営サイト『価

格.com』のプロバイダ比較コンテンツでは、更なるコンテンツの充実によりユーザー利便性を向上さ

せるとともに、高い集客力を背景に当社独自プランを取り扱うことにより、季節変動による増減があ

る中でも、当社経由の加入者数は引き続き堅調に推移いたしました。また、パソコンメーカーなどの

インターネット販売サイトへの誘導による収入も堅調に推移しております。   

 その結果、当中間連結会計期間の売上高は1,321百万円（前年同期比76.0％増）となりました。 

  

［情報提供業務］ 

情報提供業務におきましては、中古車査定一括見積りサービスの利用者数は堅調に伸びているもの

の、個人投資が低迷するなかマネー関連サービスの利用者は減少しました。自動車保険一括見積りサ

ービスの利用者も、保険カテゴリリニューアルにより９月には増加に転じたものの、対前年同期比で

は概ね横ばいとなりました。  

 その結果、当中間連結会計期間の売上高は162百万円（前年同期比3.2％減）となりました。 

  

［旅行関連業務］ 

旅行関連業務におきましては、連結子会社フォートラベル㈱運営の旅行のクチコミサイト『フォー

トラベル』や当社運営の高級ホテル・旅館予約サイト『yoyaQ.com』から構成されております。『フ

ォートラベル』では平成19年７月にサイトリニューアルを実施、また『yoyaQ.com』では事前決済に

よる宿泊料金の大幅割引を実現した『yoyaQ.com EARLY』を同５月より開始するなど、コンテンツの

リニューアルやサービスの拡充により、広告収入や手数料収入は順調に推移しております。 

 その結果、当中間連結会計期間の売上高は246百万円（前年同期比36.2％増）となりました。 

  

［その他業務］ 

その他業務におきましては、連結子会社㈱カカクコム・フィナンシャルによる外国為替証拠金取引

業務にて新規サービス「kakakuFX」を平成19年５月より開始し、顧客数・売上高は順調に増加してお

ります。また、連結子会社㈱カカクコム・インシュアランスによる保険代理店業務においても、継続

して顧客数、売上高は順調に増加しております。一方で、前連結会計年度に終了した電話加入権販売

業務及びＥＣ販売業務の売上高の減少が影響し、その他業務全体としての収益は横ばいとなりまし

た。  

 これらの業務を合算して、当中間連結会計期間の売上高は146百万円（前年同期比3.5％減）となり

ました。 

  



(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前連結会計年度末と

比べ1,123百万円増加し、2,699百万円となりました。 

 また、当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果得られた資金は961百万円（前年同期は591百万円の取得）となりました。  

 これは主に税金等調整前中間純利益が966百万円となったことや、売上債権の減少による資金の増

加283百万円、仕入債務の増加による資金の増加242百万円となった一方で、法人税等の支払523百万

円によるものであります。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果得られた資金は246百万円（前年同期は182百万円の使用）となりました。  

 これは主に、関係会社株式の売却による収入610百万円となった一方で、サーバー及びサーバーで

使用するソフトウェアの購入等、有形固定資産の取得による支出55百万円及び無形固定資産の取得に

よる支出152百万円や、関係会社株式の取得73百万円によるものであります。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動に使用した資金は84百万円（前年同期は135百万円の使用）となりました。  

 これは主に配当金の支払85百万円によるものであります。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当社グループの業務には、生産に該当する事項がないため、生産実績に関する記載はしておりませ

ん。 

  

(2) 受注実績 

当社グループは受注生産を行っておりませんので、受注実績に関する記載はしておりません。 

  

(3) 販売実績 

当中間連結会計期間における販売実績を業務活動の区分別に示すと、次のとおりであります。 

 
(注) １ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は、次のとおりであります。 

 
(注) 前中間連結会計期間のＮＥＣビッグローブ㈱については、当該割合が100分の10未満のため記載を省

略しております。 

 

  

３ 【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新た

に生じた課題はありません。 

  

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。 

  

  

５ 【研究開発活動】 

該当事項はありません。 

  

業務区分 販売高(千円) 前年同期比(％)

集客サポート業務 476,090 130.9

広告業務 705,668 105.4

販売サポート業務 1,321,534 176.0

情報提供業務 162,191 96.8

旅行関連業務 246,686 136.2

その他業務 146,205 96.5

合計 3,058,377 133.9

相手先
前中間連結会計期間 当中間連結会計期間

販売高(千円) 割合(％) 販売高(千円) 割合(％)

ＮＥＣビッグローブ㈱ ─ ─ 310,641 11.6



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設、除却等につい

て、重要な変更並びに重要な設備計画の完了はありません。 

また、当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。 

  



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
(注)  提出日現在の発行数には、平成19年12月１日からこの半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行さ

れた株式数は、含まれておりません。 

  

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 480,000

計 480,000

種類
中間会計期間末 
現在発行数(株) 

(平成19年９月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成19年12月21日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 143,136 143,145
東京証券取引所
市場第一部

―

計 143,136 143,145 ― ―



(2) 【新株予約権等の状況】 

新株予約権 

 当社は、旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき新株予約権を発行しております。 

第１回新株予約権 

 
(注) １ 当社が株式分割または株式併合を行う場合には、株式の数は、次の算式により調整し、調整により生じる1

円未満の端数は切り捨てるものとします。 

      調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率 

２ 行使時に払込をすべき金額は、権利付与日以降に当社が時価を下回る金額で新株式を発行する場合、及び株

式分割または併合を行う場合には次の算式により発行価額を調整し、調整により生じる1円未満の端数は切

り上げるものとします。 

(時価を下回る払込金額で新株式を発行する場合) 

 
(株式の分割または併合を行う場合) 

 
３ 当該ストックオプションに係わる行使の条件、譲渡に関する事項は次のとおりであります。 

(1) 新株予約権の発行時において当社の取締役、監査役または従業員であった新株予約権者は、新株予約権の

行使時において当社、当社の子会社及び関係会社の取締役、監査役または従業員であることを要します。た

だし、任期満了による退任、定年退職、死亡による退任または退職の場合、その他正当な理由があり当社取

締役会の承認を得た場合にはこの限りではありません。 

(2) 取締役会の承認を受けた場合以外は、新株予約権の譲渡または質入その他の処分は認められません。 

(3) 新株予約権者が死亡した場合は、相続人がこれを行使できるものとします。 

(4) その他の条件は、当社と新株予約権者の割当を受けた者との間で締結した「新株予約権割当契約」に定め

るところによります。 

  

平成15年１月６日の株主総会の特別決議に基づく平成15年１月７日取締役会決議

区分
中間会計期間末現在
(平成19年９月30日)

提出日の前月末現在 
(平成19年11月30日)

新株予約権の数（個） 45 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株）  135 (注)１ 同左

新株予約権の行使時の払込金額（円） 13,334 (注)２ 同左

新株予約権の行使期間
平成17年１月７日～
平成25年１月６日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額（円）

発行価格  13,334
資本組入額  6,667

同左

新株予約権の行使の条件 (注)３ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項 (注)３ 同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に 
関する事項

― ―

 

 
調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×

既発行 
株式数

＋

新規発行また
は処分株式数

×
１株当たり払込金額 
または処分価額

新規発行前の株価

既発行株式数＋新規発行株式数または処分株式数

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１

分割・併合の比率



第２回新株予約権 

 
(注) １ 当社が株式分割または株式併合を行う場合には、株式の数は、次の算式により調整し、調整により生じる1

円未満の端数は切り捨てるものとします。 

      調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率 

２ 行使時に払込をすべき金額は、権利付与日以降に当社が時価を下回る金額で新株式を発行する場合、及び株

式分割または併合を行う場合には次の算式により発行価額を調整し、調整により生じる1円未満の端数は切

り上げるものとします。 

(時価を下回る払込金額で新株式を発行する場合) 

 
(株式の分割または併合を行う場合) 

 
３ 当該ストックオプションに係わる行使の条件、譲渡に関する事項は次のとおりであります。 

(1) 新株予約権の発行時において当社の取締役、監査役または従業員であった新株予約権者は、新株予約権の

行使時において当社、当社の子会社及び関係会社の取締役、監査役または従業員であることを要します。た

だし、任期満了による退任、定年退職、死亡による退任または退職の場合、その他正当な理由があり当社取

締役会の承認を得た場合にはこの限りではありません。 

(2) 取締役会の承認を受けた場合以外は、新株予約権の譲渡または質入その他の処分は認められません。 

(3) 新株予約権者が死亡した場合は、相続人がこれを行使できるものとします。 

(4) その他の条件は、当社と新株予約権者の割当を受けた者との間で締結した「新株予約権割当契約」に定め

るところによります。 

  

平成16年６月25日の株主総会の特別決議に基づく平成16年８月24日取締役会決議

区分
中間会計期間末現在
(平成19年９月30日)

提出日の前月末現在 
(平成19年11月30日)

新株予約権の数（個） 304 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 912 (注)１ 同左

新株予約権の行使時の払込金額（円） 334,260 (注)２ 同左

新株予約権の行使期間
平成18年６月26日～
平成23年６月25日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額（円）

発行価格   334,260
資本組入額  167,130

同左

新株予約権の行使の条件 (注)３ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項 (注)３ 同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に 
関する事項

― ―

 

 
調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×

既発行 
株式数

＋

新規発行また
は処分株式数

×
１株当たり払込金額 
または処分価額

新規発行前の株価

既発行株式数＋新規発行株式数または処分株式数

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１

分割・併合の比率



第３回新株予約権 

 
(注) １ 当社が株式分割または株式併合を行う場合には、株式の数は、次の算式により調整し、調整により生じる1

円未満の端数は切り捨てるものとします。 

      調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率 

２ 行使時に払込をすべき金額は、権利付与日以降に当社が時価を下回る金額で新株式を発行する場合、及び株

式分割または併合を行う場合には次の算式により発行価額を調整し、調整により生じる1円未満の端数は切

り上げるものとします。 

(時価を下回る払込金額で新株式を発行する場合) 

 
(株式の分割または併合を行う場合) 

 
３ 当該ストックオプションに係わる行使の条件、譲渡に関する事項は次のとおりであります。 

(1) 新株予約権の発行時において当社の取締役、監査役または従業員であった新株予約権者は、新株予約権の

行使時において当社、当社の子会社及び関係会社の取締役、監査役または従業員であることを要します。た

だし、任期満了による退任、定年退職、死亡による退任または退職の場合、その他正当な理由があり当社取

締役会の承認を得た場合にはこの限りではありません。 

(2) 取締役会の承認を受けた場合以外は、新株予約権の譲渡または質入その他の処分は認められません。 

(3) 新株予約権者が死亡した場合は、相続人がこれを行使できるものとします。 

(4) その他の条件は、当社と新株予約権者の割当を受けた者との間で締結した「新株予約権割当契約」に定め

るところによります。 

  

平成16年６月25日の株主総会の特別決議に基づく平成17年２月15日取締役会決議

区分
中間会計期間末現在
(平成19年９月30日)

提出日の前月末現在 
(平成19年11月30日)

新株予約権の数（個） 27 24

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株）  81 (注)１ 72 (注)１

新株予約権の行使時の払込金額（円） 285,130 (注)２ 同左

新株予約権の行使期間
平成18年６月26日～
平成23年６月25日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額（円）

発行価格   285,130
資本組入額  142,565

同左

新株予約権の行使の条件 (注)３ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項 (注)３ 同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に 
関する事項

― ―

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×

既発行 
株式数

＋

新規発行また
は処分株式数

×
１株当たり払込金額 
または処分価額

新規発行前の株価

既発行株式数＋新規発行株式数または処分株式数

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１

分割・併合の比率



第４回新株予約権 

 
(注) １ 当社が株式分割または株式併合を行う場合には、株式の数は、次の算式により調整し、調整により生じる1

円未満の端数は切り捨てるものとします。 

      調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率 

２ 行使時に払込をすべき金額は、権利付与日以降に当社が時価を下回る金額で新株式を発行する場合、及び株

式分割または併合を行う場合には次の算式により発行価額を調整し、調整により生じる1円未満の端数は切

り上げるものとします。 

(時価を下回る払込金額で新株式を発行する場合) 

 
(株式の分割または併合を行う場合) 

 
３ 当該ストックオプションに係わる行使の条件、譲渡に関する事項は次のとおりであります。 

(1) 新株予約権の発行時において当社及び当社の子会社の取締役、監査役または従業員であった新株予約権者

は、新株予約権の行使時において当社、当社の子会社及び関係会社の取締役、監査役または従業員であるこ

とを要します。ただし、任期満了による退任、定年退職、死亡による退任または退職の場合、その他正当な

理由があり当社取締役会の承認を得た場合にはこの限りではありません。 

(2) 取締役会の承認を受けた場合以外は、新株予約権の譲渡または質入その他の処分は認められません。 

(3) 新株予約権者が死亡した場合は、相続人がこれを行使できるものとします。 

(4) その他の条件は、当社と新株予約権者の割当を受けた者との間で締結した「新株予約権割当契約」に定め

るところによります。 

４ １名退職により、新株予約権の数２個と新株予約権の目的となる株式の数６株は、失権しております。  

  

平成17年６月28日の株主総会の特別決議に基づく平成18年３月22日取締役会決議

区分
中間会計期間末現在
(平成19年９月30日)

提出日の前月末現在 
(平成19年11月30日)

新株予約権の数（個） 452 450 (注)４

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株）  1,356 (注)１  1,350 (注)１、４

新株予約権の行使時の払込金額（円） 482,040 (注)２ 同左

新株予約権の行使期間
平成19年６月29日～
平成24年６月28日   

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額（円）

発行価格   482,040
資本組入額  241,020

同左

新株予約権の行使の条件 (注)３ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項 (注)３ 同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に 
関する事項

― ―

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
既発行 
株式数

＋

新規発行また
は処分株式数

×
１株当たり払込金額 
または処分価額

新規発行前の株価

既発行株式数＋新規発行株式数または処分株式数

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１

分割・併合の比率



(3) 【ライツプランの内容】 

  該当事項はありません。 

  

(4) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

 
(注) 新株予約権（ストックオプション）の権利行使による増加であります。 

  

年月日
発行済株式 
総数増減数 

(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金 
増減額 
(千円)

資本準備金
残高 
(千円)

平成19年４月１日～ 
平成19年９月30日 
       (注)

3 143,136 427 457,592 427 629,311



(5) 【大株主の状況】 

  平成19年９月30日現在 

 
(注)    上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は、次のとおりであります。 

 日本トラスティ・サービス信託銀行㈱       7,042株 

  日興シティ信託銀行㈱                     6,357株 

 日本マスタートラスト信託銀行㈱        4,283株 

  

氏名又は名称 住所
所有株式数 

(株)

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

㈱デジタルガレージ 東京都渋谷区富ヶ谷2-43-15 58,360 40.77

日興シティ信託銀行㈱(投信口) 東京都品川区東品川2-3-14 6,357 4.44

指定単受託者三井アセット信託銀行㈱
１口

東京都港区芝3-23-1 6,091 4.25

日本トラスティ・サービス信託銀行㈱
(信託口)

東京都中央区晴海1-8-11 5,885 4.11

日本マスタートラスト信託銀行㈱ 
(信託口)

東京都港区浜松町2-11-3 4,365 3.04

穐田 誉輝 東京都港区 4,000 2.79

プラグ 
(常任代理人 ㈱三菱東京ＵＦＪ銀行)

P.O.BOX 3600 ABU DHABI UNITED ARAB 
EMIRATES 
(東京都千代田区丸の内2-7-1 決済事業
部)

1,903 1.32

スカンディナビスカエンシルダバンケ
ンエーエスクライアンツアカウント 
(常任代理人 ㈱三菱東京ＵＦＪ銀行)

24 BORGERGADE, DK-1790 COPENHAGEN V 
DENMARK 
(東京都千代田区丸の内2-7-1 決済事業
部)

1,880 1.31

田中 実 東京都武蔵野市 1,750 1.22

日本トラスティ・サービス信託銀行㈱ 
(信託口４)

東京都中央区晴海1-8-11 1,683 1.17

計 ― 92,274 64.46



(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

 平成19年９月30日現在 

 
(注) 「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が１株（議決権１個）含まれて

おります。 

  

② 【自己株式等】 

 平成19年９月30日現在 

 
  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 143,136 143,136 ―

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数 143,136 ― ―

総株主の議決権 ― 143,136 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

― ― ― ― ― ―

計 ― ― ― ― ―



２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別 高・ 低株価】 

 
(注) 株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりであり
ます。 

(1) 役職の異動 

 
  

  

月別 平成19年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

高(円) 398,000 361,000 353,000 338,000 333,000 319,000

低(円) 324,000 240,000 249,000 265,000 261,000 267,000

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

取締役ＣＯＯ 取締役ＣＴＯ 安田 幹広 平成19年８月21日



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11

年大蔵省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は、改正前の中間連結財務

諸表規則に基づき、当中間連結会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)は、改正後の中

間連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵

省令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は、改正前の中間財務諸表等規

則に基づき、当中間会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)は、改正後の中間財務諸表

等規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、前中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)及び前中間会計期間(平成

18年４月１日から平成18年９月30日まで)は証券取引法第193条の２の規定に基づき、また当中間連結会計

期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)及び当中間会計期間(平成19年４月１日から平成19年

９月30日まで)は金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、それぞれ中間連結財務諸表並びに中

間財務諸表について、監査法人トーマツにより中間監査を受けております。 

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

 

前中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成19年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

１ 現金及び預金 ※２ 1,568,224 2,233,333 2,159,937

２ 外国為替証拠金取引 
    顧客分別金信託

─ 1,252,000 ─

３ 受取手形及び売掛金 824,946 852,829 1,135,941

４ 有価証券 ─ 900,000 ─

５ たな卸資産 14,046 5,000 13,384

６ その他 257,289 445,258 415,183

貸倒引当金 △825 △2,447 △3,310

流動資産合計 2,663,681 59.2 5,685,975 77.7 3,721,136 68.9

Ⅱ 固定資産

１ 有形固定資産 ※１

(1) 器具及び備品 127,384 161,015 134,851

(2) その他 17,493 144,878 3.2 23,919 184,934 2.5 37,482 172,333 3.2

２ 無形固定資産

(1) のれん 1,127,604 726,109 950,915

(2) ソフトウェア 342,084 423,274 369,655

(3) その他 40,197 1,509,886 33.6 64,313 1,213,697 16.6 46,372 1,366,942 25.3

３ 投資その他の資産

(1) その他 179,715 240,264 148,207

貸倒引当金 △2,101 177,614 4.0 △6,798 233,465 3.2 △6,798 141,409 2.6

固定資産合計 1,832,378 40.8 1,632,097 22.3 1,680,685 31.1

資産合計 4,496,059 100.0 7,318,073 100.0 5,401,822 100.0



 
  

前中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成19年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

１ 買掛金 281,857 595,100 353,080

２ 未払金 103,765 191,449 143,245

３ 未払法人税等 316,260 479,247 534,202

４ 預り保証金 614,670 1,795,593 583,810

５ 賞与引当金 73,678 81,159 73,354

６ その他 75,996 89,667 103,904

流動負債合計 1,466,229 32.6 3,232,218 44.2 1,791,598 33.2

Ⅱ 固定負債

１ 繰延税金負債 171,234 87,595 132,846

固定負債合計 171,234 3.8 87,595 1.2 132,846 2.4

負債合計 1,637,464 36.4 3,319,814 45.4 1,924,445 35.6

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

１ 資本金 432,956 457,592 457,164

２ 資本剰余金 882,812 907,448 907,020

３ 利益剰余金 1,542,825 2,533,637 2,080,254

株主資本合計 2,858,595 63.6 3,898,678 53.3 3,444,440 63.8

Ⅱ 少数株主持分 ― 99,580 1.3 32,937 0.6

純資産合計 2,858,595 63.6 3,998,259 54.6 3,477,377 64.4

負債純資産合計 4,496,059 100.0 7,318,073 100.0 5,401,822 100.0



② 【中間連結損益計算書】 

  

 
  

前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結損益計算書

(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 2,284,025 100.0 3,058,377 100.0 4,887,421 100.0

Ⅱ 売上原価 524,273 23.0 788,112 25.8 1,133,528 23.2

売上総利益 1,759,752 77.0 2,270,264 74.2 3,753,893 76.8

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１ 1,144,628 50.1 1,708,152 55.8 2,454,094 50.2

営業利益 615,123 26.9 562,112 18.4 1,299,798 26.6

Ⅳ 営業外収益

１ 受取利息 82 4,000 1,398

２ 為替差益 157 ― ―

３ 講演料等収入 136 ― 664

４ 自動販売機収入 157 ― ―

５ 消費税等納付免除益 22 ― 4,230

６ その他 18 575 0.0 1,346 5,347 0.1 437 6,731 0.1

Ⅴ 営業外費用

１ 支払利息 215 52 215

２ 株式交付費 ― 558 1,683

３ その他 23 239 0.0 0 611 0.0 20 1,920 0.0

経常利益 615,459 26.9 566,848 18.5 1,304,610 26.7

Ⅵ 特別利益

１ 関係会社株式売却益 ― 399,140 122,371

２ その他 ― ― ― 863 400,003 13.1 110,329 232,700 4.8

Ⅶ 特別損失 ※２

１ 固定資産除却損 7,433 ― 7,433

２ 投資有価証券評価損 ― 7,433 0.3 ― ― ― 50,943 58,376 1.2

税金等調整前中間 
（当期）純利益

608,025 26.6 966,851 31.6 1,478,934 30.3

法人税、住民税及び 
事業税

308,735 469,400 696,912

法人税等調整額 △19,528 289,206 12.7 △45,989 423,410 13.9 △75,751 621,161 12.7

少数株主利益 ― ― 4,178 0.1 1,525 0.1

中間（当期）純利益 318,818 13.9 539,262 17.6 856,247 17.5



③ 【中間連結株主資本等変動計算書】 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

 
  

当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

 
  

株主資本
純資産合計

資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計

平成18年３月31日残高(千円) 429,950 879,805 1,289,637 2,599,393 2,599,393

中間連結会計期間中の変動額

 新株の発行 3,006 3,006 6,013 6,013

 剰余金の配当 △42,483 △42,483 △42,483

 中間純利益 318,818 318,818 318,818

 連結範囲の変動 △23,147 △23,147 △23,147

中間連結会計期間中の変動額合計 
(千円)

3,006 3,006 253,187 259,201 259,201

平成18年９月30日残高(千円) 432,956 882,812 1,542,825 2,858,595 2,858,595

株主資本
少数株主持分 純資産合計

資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計

平成19年３月31日残高(千円) 457,164 907,020 2,080,254 3,444,440 32,937 3,477,377

中間連結会計期間中の変動額

 新株の発行 427 427 855 855

 剰余金の配当 △85,879 △85,879 △85,879

 中間純利益 539,262 539,262 539,262

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額（純額）

66,643 66,643

中間連結会計期間中の変動額合計 
(千円)

427 427 453,382 454,238 66,643 520,882

平成19年９月30日残高(千円) 457,592 907,448 2,533,637 3,898,678 99,580 3,998,259



前連結会計年度の連結株主資本等変動計算書(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

 
  

株主資本
少数株主持分 純資産合計

資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計

平成18年３月31日残高(千円) 429,950 879,805 1,289,637 2,599,393 ― 2,599,393

連結会計年度中の変動額

 新株の発行 27,214 27,214 54,429 54,429

 剰余金の配当 △42,483 △42,483 △42,483

 当期純利益 856,247 856,247 856,247

 連結範囲の変動 △23,147 △23,147 △23,147

 株主資本以外の項目の連結会計 
 年度中の変動額（純額）

32,937 32,937

連結会計年度中の変動額合計 
(千円)

27,214 27,214 790,616 845,046 32,937 877,983

平成19年３月31日残高(千円) 457,164 907,020 2,080,254 3,444,440 32,937 3,477,377



④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

 
  

前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度の要約連結
キャッシュ・フロー計算書
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ 営業活動による
キャッシュ・フロー

税金等調整前中間（当期）純利益 608,025 966,851 1,478,934

減価償却費 85,699 134,621 198,649

のれん償却額 81,586 75,515 160,137

賞与引当金の増減額（減少:△） 12,678 7,805 12,353

貸倒引当金の増減額（減少:△） 2,158 △863 9,341

受取利息 △82 △4,000 △1,398

支払利息 215 52 215

株式交付費 23 558 1,683

関係会社株式売却益 － △399,140 △122,371

持分変動利益 － － △110,329

固定資産除却損 7,433 － 7,433

投資有価証券評価損 － － 50,943

売上債権の増減額（増加:△） △26,292 283,111 △335,740

たな卸資産の増減額（増加:△） 11,393 8,383 12,055

仕入債務の増減額（減少:△） △19,028 242,020 52,194

未払消費税の増減額（減少:△） 27,605 △32,742 52,393

未払金の増減額（減少:△） △15,793 37,977 19,626

営業保証金の増減額（増加:△） 55,000 80,000 45,000

前受金の増減額（減少:△） △3,876 4,881 △2,656

その他 31,227 77,409 △100,754

  小計 857,975 1,482,441 1,427,710

利息及び配当金の受取額 82 2,804 1,267

利息の支払額 △220 △52 △220

法人税等の支払額 △266,314 △523,507 △444,256

営業活動による 
キャッシュ・フロー

591,522 961,686 984,501

Ⅱ 投資活動による
キャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 － △60,000 －

有形固定資産の取得による支出 △40,052 △55,922 △97,298

無形固定資産の取得による支出 △121,220 △152,634 △234,101

投資有価証券の取得による支出 △10,000 － △10,000

関係会社株式の取得による支出 － △73,500 －

関係会社株式の売却による収入 － 610,896 181,125

その他 △11,664 △22,522 △20,733

投資活動による 
キャッシュ・フロー

△182,937 246,317 △181,007

Ⅲ 財務活動による
キャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 － 65,000 －

短期借入金の返済による支出 △100,000 △65,000 △100,000

株式発行による収入 5,990 296 54,013

少数株主に対する株式発行によ
る収入

－ － 179,858

配当金の支払額 △41,904 △85,114 △42,121

財務活動による 
キャッシュ・フロー

△135,913 △84,818 91,749

Ⅳ 現金及び現金同等物の増減額 
  （減少:△）

272,671 1,123,185 895,243

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高 575,151 1,576,126 575,151

Ⅵ 連結範囲の変更に伴う
現金及び現金同等物の増加額

105,731 － 105,731

Ⅶ 現金及び現金同等物の
中間期末（期末）残高

※１ 953,554 2,699,312 1,576,126



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 連結の範囲に関する事項

 (1) 連結子会社の数   ３社

    すべての子会社を連結してお

ります。

   連結子会社の名称
 フォートラベル株式会社 
 株式会社カカクコム・イン
シュアランス 
 株式会社カカクコム・フィ
ナンシャル

 なお、前連結会計年度にお

いて非連結子会社であった株

式会社カカクコム・インシュ

アランス、株式会社カカクコ

ム・フィナンシャルの２社は

重要性が増したため、当中間

連結会計期間より連結の範囲

に含めております。

１ 連結の範囲に関する事項

 (1) 連結子会社の数   ３社

   連結子会社の名称
 フォートラベル株式会社
 株式会社カカクコム・イン
シュアランス 
 株式会社カカクコム・フィ
ナンシャル

１ 連結の範囲に関する事項

 (1) 連結子会社の数   ３社

    すべての子会社を連結してお

ります。

  連結子会社の名称
フォートラベル株式会社 

 株式会社カカクコム・イン
シュアランス 
 株式会社カカクコム・フィ
ナンシャル

 なお、前連結会計年度にお

いて非連結子会社であった株

式会社カカクコム・インシュ

アランス、株式会社カカクコ

ム・フィナンシャルの２社は

重要性が増したため、当連結

会計年度より連結の範囲に含

めております。

 (2) 非連結子会社の数  

 ―――――――

 (2) 非連結子会社の数 １社 

非連結子会社の名称 

 株式会社エイガ・ドット・

コム   

 株式会社エイガ・ドット・

コムは、総資産、売上高、中

間純損益及び利益剰余金等、

いずれも中間連結財務諸表に

重要な影響を及ぼさないた

め、連結の範囲から除外して

おります。 

  

 (2) 非連結子会社の数

         ―――――――

   

２ 持分法の適用に関する事項

 ―――――――

２ 持分法の適用に関する事項

 非連結子会社である株式会社エ

イガ・ドット・コムは、中間純損

益及び利益剰余金等からみて、持

分法の対象から除いても中間連結

財務諸表に及ぼす影響が軽微であ

り、かつ全体として重要性がない

ため持分法の適用範囲から除外し

ております。 

 

２ 持分法の適用に関する事項

―――――――

３ 連結子会社の中間決算日等に関

する事項 

 連結子会社の中間決算日は、中

間連結決算日と一致しておりま

す。 

 

３ 連結子会社の中間決算日等に関

する事項 

同左

３ 連結子会社の会計年度等に関す

る事項 

 連結子会社の決算日は、連結決

算日と一致しております。 

 



前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

４ 会計処理基準に関する事項 

(1) 重要な資産の評価基準及び 

 評価方法 

 ①有価証券 

  その他有価証券 

   時価のないもの 

    移動平均法による原価法

４ 会計処理基準に関する事項

 (1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法

  ①有価証券

   満期保有目的の債券

   譲渡性預金については、取

得原価をもって貸借対照表価

額としております。

   その他有価証券

    時価のないもの

    移動平均法による原価法

４ 会計処理基準に関する事項 

(1) 重要な資産の評価基準及び 

 評価方法 

 ①有価証券 

  その他有価証券 

   時価のないもの 

    移動平均法による原価法

  ②たな卸資産

  総平均法による原価法を採
用しております。

  ②たな卸資産

同左

  ②たな卸資産

同左

 (2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法

  ①有形固定資産

   定率法を採用しております。

   ただし、建物（建物付属設備

は除く）については、定額法を

採用しております。

   なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。

   建物…………………13～18年

   器具及び備品………３～６年

 (2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法

  ①有形固定資産

   定率法を採用しております。

   ただし、建物（建物付属設備

は除く）については、定額法を

採用しております。

   なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。

   建物…………………８～18年 

   器具及び備品………４～10年

 (2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法

  ①有形固定資産

   定率法を採用しております。

   ただし、建物（建物付属設備

は除く）については、定額法を

採用しております。

   なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。

   建物…………………13～18年

   器具及び備品………４～６年

  ②無形固定資産

   のれんについて、効果の発現

する見積り期間（５～10年）に

わたり償却しております。 

 また、自社利用のソフトウェ

アについて、社内における利用

可能期間(３～５年)に基づく定

額法を採用しております。

  ②無形固定資産

同左

  ②無形固定資産

同左

 (3) 重要な引当金の計上基準

  ①貸倒引当金

   債権の貸倒による損失に備え

るため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に

回収可能性を検討し、回収不能

見込額を計上しております。

 (3) 重要な引当金の計上基準

  ①貸倒引当金

同左

 (3) 重要な引当金の計上基準

  ①貸倒引当金

同左

  ②賞与引当金

   従業員に対する賞与の支出に

充てるため、支給見込額のう

ち、当中間連結会計期間の負担

すべき額を計上しております。

  ②賞与引当金 

同左

  ②賞与引当金

 従業員に対する賞与の支出に

充てるため、支給見込額のう

ち、当期の負担すべき額を計上

しております。



 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 (4) その他中間連結財務諸表作成

のための基本となる重要な事項

  消費税等の処理方法 

   税抜方式によっております。

 (4) その他中間連結財務諸表作成

のための基本となる重要な事項

  消費税等の処理方法

同左

 (4) その他連結財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項

  消費税等の処理方法 

同左

５ 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲

  手許現金、随時引き出し可能な

預金及容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅少なリ

スクしか負わない取得日から３ヶ

月以内に償還期限の到来する短期

投資からなっております。 

 

５ 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲 

同左

５ 連結キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲

同左



会計方針の変更 

  
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準等） 

 当中間連結会計期間から、「貸借

対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準」（企業会計基準委員会

平成17年12月９日 企業会計基準第

５号）及び「貸借対照表の純資産の

部の表示に関する会計基準等の適用

指針」（企業会計基準委員会 平成

17年12月９日 企業会計基準適用指

針第８号）を適用しております。こ

れによる損益に与える影響はありま

せん。 

 これまでの資本の合計に相当する

金額は、2,858,595千円であります。 

 なお、当中間連結会計期間におけ

る中間連結貸借対照表の純資産の部

については、中間連結財務諸表規則

の改正に伴い、改正後の中間連結財

務諸表規則により作成しておりま

す。 

 

─────── （貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等） 

 当連結会計年度から「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」(企業会計基準委員会 平成17年

12月９日 企業会計基準第５号）及

び「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準等の適用指針」

（企業会計基準委員会 平成17年12

月９日 企業会計基準適用指針第８

号）を適用しております。  

 これまでの資本の部の合計に相当

する金額は、3,444,440千円でありま

す。  

 なお、当連結会計年度における連

結貸借対照表の純資産の部について

は、連結財務諸表規則の改正に伴

い、改正後の連結財務諸表規則によ

り作成しております。 

 

(企業結合に係る会計基準等） 

 当中間連結会計期間から、「企業

結合に係る会計基準」（企業会計審

議会 平成15年10月31日）及び「事

業分離等に関する会計基準」（企業

会計基準委員会 平成17年12月27日

企業会計基準第７号）並びに「企業

結合会計基準及び事業分離等会計基

準に関する適用指針」（企業会計基

準委員会 平成17年12月27日 企業

会計基準適用指針第10号）を適用し

ております。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。 

 

─────── （企業結合に係る会計基準等） 

 当連結会計年度から「企業結合に

係る会計基準」（企業会計審議会

平成15年10月31日）及び「事業分離

等に関する会計基準」（企業会計基

準委員会 平成17年12月27日 企業

会計基準第７号）並びに「企業結合

会計基準及び事業分離等会計基準に

関する適用指針」（企業会計基準委

員会 終改正平成18年12月22日

企業会計基準適用指針第10号）を適

用しております。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。 

 

─────── ─────── （ストック・オプション等に関する

会計基準等） 

 当連結会計年度から、「ストッ

ク・オプション等に関する会計基

準」（企業会計基準委員会 平成17

年12月27日 企業会計基準第８号）

及び「ストック・オプション等に関

する会計基準の適用指針」（企業会

計基準委員会 終改正平成18年５

月31日 企業会計基準適用指針第11

号）を適用しております。  

 これによる損益に与える影響はあ

りません。 

 



 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

─────── （有形固定資産の減価償却の方法） 

 法人税法の改正（（所得税法等の

一部を改正する法律 平成19年３月

30日 法律第６号）及び（法人税法

施行令の一部を改正する政令 平成

19年３月30日 政令第83号））に伴

い、当中間連結会計期間から、平成

19年４月１日以降に取得したものに

ついては、改正後の法人税法に基づ

く方法に変更しております。 

 なお、当該変更に伴う損益に与え

る影響は軽微であります。 

───────



表示方法の変更 

  

 
  

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
 至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成19年９月30日)

（中間連結貸借対照表） 

 「営業権」、「連結調整勘定」は、改正後の中間連結

財務諸表規則の適用に伴い、当中間連結会計期間末残高

において、「営業権」と「連結調整勘定」を合算して

「のれん」と表示しております。なお、当中間連結会計

期間末における従来の「営業権」、「連結調整勘定」に

相当する金額は、それぞれ以下のとおりであります。

―――――――

   営業権 
   連結調整勘定

   99,500千円 
1,028,104千円  
 

  
   

  
  
 

（中間連結損益計算書）  

 販売費及び一般管理費の「営業権償却」と「連結調整

勘定償却」は、改正後の中間連結財務諸表規則の適用に

伴い、当中間連結会計期間において、「営業権償却」と

「連結調整勘定償却」を合算して販売費及び一般管理費

の「のれん償却」としております。なお、当中間連結会

計期間における、従来の「営業権償却」、「連結調整勘

定償却」に相当する金額は、以下のとおりであります。

（中間連結損益計算書）  

 前中間連結会計期間まで区分掲記しておりました営業

外収益の「為替差益」、「講演料等収入」及び「自動販

売機収入」は、営業外収益の100分の10以下となったた

め、営業外収益の「その他」に含めて表示することとい

たしました。なお、当中間連結会計期間における「為替

差益」、「講演料等収入」及び「自動販売機収入」の金

額は、以下のとおりであります。

   営業権償却   
   連結調整勘定償却

   19,900千円 
   61,686千円 
 

  為替差益
   講演料等収入 
   自動販売機収入

      23千円 
       97千円 
      163千円

 前中間連結会計期間において、営業外収益の「その

他」に含めて表示しておりました「為替差益」と「自動

販売機収入」は、営業外収益の総額の100分の10を超えた

ため、区分掲記することといたしました。なお、前中間

連結会計期間における、従来の「為替差益」、「自動販

売機収入」の金額は、以下のとおりであります。

 前中間連結会計期間において、営業外費用の「その

他」に含めて表示しておりました「株式交付費」は、営

業外費用の総額の100分の10を超えたため、区分掲記する

ことといたしました。なお、前中間連結会計期間におけ

る、「株式交付費」に相当する金額は23千円でありま

す。

   為替差益 
   自動販売機収入

      63千円 
     96千円 
 

  
   

     
      
 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書）  

 前中間連結会計期間において、「新株発行費」として

掲記されていたものは、当中間連結会計期間から「株式

交付費」として表示しております。 

 

 前中間連結会計期間において、「営業権償却」、「連

結調整勘定償却」として掲記されていたものは、改正後

の中間連結財務諸表規則の適用に伴い、当中間連結会計

期間から「営業権償却」と「連結調整勘定償却」を合算

して「のれん償却」としております。なお、当中間連結

会計期間における、従来の「営業権償却」、「連結調整

勘定償却」に相当する金額は、以下のとおりでありま

す。

―――――――

   営業権償却   
   連結調整勘定償却

   19,900千円 
   61,686千円 
 

  
   

  
      



追加情報 

  

 
  

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
 至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
 至 平成19年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
 至 平成19年３月31日)

――――――― （譲渡性預金の連結貸借対照表上の

表示方法） 

 譲渡性預金については、従来「現

金及び預金」に含めて表示しており

ましたが、「金融商品会計に関する

実務指針」（日本公認会計士協会

終改正平成19年７月４日 会計制

度委員会報告第14号）の改正に伴

い、当中間連結会計期間から「有価

証券」として表示しております。 

 なお、当中間連結会計期間末及び

前連結会計年度末における当該金額

は、以下のとおりであります。 

―――――――

  当中間連結
  会計期間末 900,000千円

  前連結会計
  年度末

700,000千円



注記事項 

  

(中間連結貸借対照表関係) 

  

 
  

  

(中間連結損益計算書関係) 

  

 
  

  

前中間連結会計期間末 
(平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成19年９月30日)

前連結会計年度末 
(平成19年３月31日)

※１．有形固定資産の減価償却累計

額

152,206千円

※１．有形固定資産の減価償却累計

額

219,813千円

※１．有形固定資産の減価償却累計

額

184,896千円

※２．現金及び預金には、外国為替

保証金取引について顧客より預

託を受けた金銭（顧客預託金）

相当額を自己の固有の財産と分

別して保管している分離保管預

金614,670千円が含まれておりま

す。

※２．現金及び預金には、外国為替

証拠金取引について顧客より預

託を受けた金銭（顧客預託金）

相当額を自己の固有の財産と分

別して保管している分離保管預

金374,020千円が含まれておりま

す。

※２．現金及び預金には、外国為替

保証金取引について顧客より預

託を受けた金銭（顧客預託金）

相当額を自己の固有の財産と分

別して保管している分離保管預

金583,810千円が含まれておりま

す。

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

※１．販売費及び一般管理費の主要

な費目及び金額は次のとおりで

あります。

広告宣伝費 338,742千円

給料手当 202,994千円

支払手数料 130,801千円

賞与引当金繰入額 57,840千円

のれん償却額 81,586千円
 

※１．販売費及び一般管理費の主要

な費目及び金額は次のとおりで

あります。

広告宣伝費 633,599千円

給料手当 329,477千円

支払手数料 172,853千円

賞与引当金繰入額 62,002千円

のれん償却額 75,515千円

 

※１．販売費及び一般管理費の主要

な費目及び金額は次のとおりで

あります。

広告宣伝費 750,495千円

給料手当 434,537千円

支払手数料 284,797千円

貸倒引当金繰入額 9,341千円

賞与引当金繰入額 54,070千円

のれん償却額 160,137千円

※２．特別損失の内容

 固定資産除却損

    器具及び備品       157千円 

    ソフトウェア仮勘定 7,275千円

※２.

───────

※２．特別損失の内容

 固定資産除却損

    器具及び備品       157千円 

    ソフトウェア仮勘定 7,275千円



(中間連結株主資本等変動計算書関係) 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１．発行済株式に関する事項 

   
   (変動事由の概要) 

 普通株式の増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

  新株予約権の権利行使による増加   90株 

  

２．自己株式に関する事項 

該当事項はありません。 

  

３．新株予約権等に関する事項 

 
(注) １ 平成15年第１回新株予約権の当中間連結会計期間減少は、新株予約権の行使によるものであります。 

２ 平成16年第２回新株予約権の当中間連結会計期間減少は、新株予約権の行使(15株）及び放棄(72株)による

ものであります。 

３ 平成17年第３回新株予約権及び平成18年第４回新株予約権の当中間連結会計期間減少は、新株予約権の放棄

によるものであります。 

４ 平成15年第１回新株予約権、平成16年第２回新株予約権及び平成17年第３回新株予約権は、すべて権利行使

可能であります。 

５ 平成18年第４回新株予約権は、権利行使期間の初日が到来しておりません。 

  

４．配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
  

当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

１．発行済株式に関する事項 

   
（注）普通株式の増加は、新株予約権の権利行使によるものであります。 

  

２．自己株式に関する事項 

該当事項はありません。 

  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式（株） 141,612 90 ─ 141,702

区分 新株予約権の内訳

新株予約権
の目的とな
る株式の種
類

新株予約権の目的となる株式の数（株）
当中間連結
会計間末残
高（千円）前 連 結 会

計年度末
増加 減少

当 中 間 連
結 会 計 期
間末

提出会社

平成15年第１回 
新株予約権

普通株式 1,545 ― 75 1,470 ─

平成16年第２回 
新株予約権

普通株式 1,080 ─ 87 993 ─

平成17年第３回 
新株予約権

普通株式 135 ─ 15 120 ─

平成18年第４回 
新株予約権

普通株式 1,500 ─ 81 1,419 ─

合計 ─ 4,260 ─ 258 4,002 ─

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成18年６月28日 
定時株主総会

普通株式 42,483 300 平成18年３月31日 平成18年６月29日

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式（株） 143,133 3 ─ 143,136



３．新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 

  

４．配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

 
  

前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１．発行済株式に関する事項 

 
（注）普通株式の増加は、新株予約権の権利行使によるものであります。 

  

２．自己株式に関する事項 

   該当事項はありません。 

  

３．新株予約権等に関する事項 

   該当事項はありません。 

  

４．配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
  

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

 
  

  

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成19年６月27日 
定時株主総会

普通株式 85,879 600 平成19年３月31日 平成19年６月28日

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式（株） 141,612 1,521 ─ 143,133

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成18年６月28日 
定時株主総会

普通株式 42,483 300 平成18年３月31日 平成18年６月29日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成19年６月27日 
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 85,879 600 平成19年３月31日 平成19年６月28日



(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

  

(リース取引関係) 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

該当事項はありません。 

  

当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

該当事項はありません。 

  

前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

該当事項はありません。 

  

  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

※１．現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との

関係

現金及び 
預金勘定

1,568,224千円

分離保管預金 △614,670千円

現金及び 
現金同等物

953,554千円

 

※１．現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との

関係

現金及び
預金勘定

2,233,333千円

譲渡性預金 900,000千円

分離保管預金 △374,020千円

預入期間が３
ヶ月を超える
定期預金

△60,000千円

現金及び
現金同等物

2,699,312千円

 

※１．現金及び現金同等物の期末残

高と連結貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係

現金及び
預金勘定

2,159,937千円

分離保管預金 △583,810千円

現金及び
現金同等物

1,576,126千円



(有価証券関係) 

前中間連結会計期間末(平成18年９月30日) 

１．時価評価されていない主な有価証券の内容 

 
  

当中間連結会計期間末(平成19年９月30日) 

１．時価評価されていない主な有価証券の内容 

 
  

前連結会計年度末(平成19年３月31日) 

１．時価評価されていない主な有価証券の内容 

 
  

  

(デリバティブ取引関係) 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

当社及び連結子会社はデリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はありません。 

  

当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

当社及び連結子会社はデリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はありません。 

  

前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

当社及び連結子会社はデリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はありません。 

  

  

中間連結貸借対照表計上額（千円)

 (1)その他有価証券

  ①非上場株式 74,000

合計 74,000

中間連結貸借対照表計上額（千円)

 (1)満期保有目的の債券

  ①譲渡性預金 900,000

合計 900,000

 (2)その他有価証券

  ①非上場株式 23,056

合計 23,056

連結貸借対照表計上額（千円)

 (1)その他有価証券

  ①非上場株式 23,056

合計 23,056



(ストック・オプション等関係) 

当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

１．当該中間連結会計期間における費用計上額及び科目名 

該当事項はありません。 

  

２．当中間連結会計期間に付与したストック・オプションの内容 

 連結子会社（フォートラベル株式会社） 

 
(注) 株式数に換算して記載しております。 

  

第２回新株予約権 第３回新株予約権 第４回新株予約権

付与対象者の区分 
及び人数

取締役       １名
従業員        ５名

取締役       １名 従業員        ６名

株式の種類及び付与数(注) 普通株式      458株 普通株式    310株 普通株式      140株

付与日 平成19年４月20日 同左 平成19年９月13日

権利確定条件

本新株予約権の行使時にお
いても当社、当社の子会社
又は当社の関係会社の取締
役または従業員（出向社員
を含む）の地位にあること
を要する。 
その他の条件については、
当社と付与者との間で締結
した新株予約権割当契約書
の定めによるものとする。

同左 同左

対象勤務期間
平成19年４月20日～ 
平成21年４月17日

同左
平成19年９月13日～ 
平成21年９月13日

権利行使期間
平成21年４月18日～ 
平成28年４月17日

同左
平成21年９月14日～ 
平成28年９月13日

権利行使価格(円) 175,000 同左 176,000

付与日における公正な評価
単価(円)

― ― ―



前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

１．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

(1) ストック・オプションの内容 

① 提出会社 

 
(注) 株式数に換算して記載しております。 

② 連結子会社(フォートラベル株式会社) 

 
(注) 株式数に換算して記載しております。 

第１回新株予約権 第２回新株予約権 第３回新株予約権 第４回新株予約権

付与対象者の区分 
及び人数

当社取締役  ６名 
当社監査役  １名 
当社従業員   25名

当社取締役  ６名
当社監査役  ２名 
当社従業員   39名

当社従業員 10名

当社取締役  ４名
当社監査役  ３名 
当社従業員   83名 
子会社取締役 ３名 
子会社従業員 19名

株式の種類及び付与数(注) 普通株式 5,250株 普通株式 1,266株 普通株式 135株 普通株式 1,500株

付与日 平成15年１月24日 平成16年８月24日 平成17年２月15日 平成18年３月22日

権利確定条件

新株予約権の行使
時において当社、
当社の子会社及び
関 係 会 社 の 取 締
役、監査役または
従業員であること
を要する。 
その他の条件は、
当社と新株予約権
の割当を受けた者
との間で締結した
「新株予約権割当
契約」に定めると
ころによる。

同左 同左 同左

対象勤務期間
対象勤務期間の定
めはありません。

同左 同左 同左

権利行使期間
平成17年１月７日～ 
平成25年１月６日 

平成18年６月26日～
平成23年６月25日 

平成18年６月26日～
平成23年６月25日 

平成19年６月29日～
平成24年６月28日 

第１回新株予約権

付与対象者の区分 
及び人数

取締役     ４名 
従業員     16名

株式の種類及び付与数(注) 普通株式 3,794株

付与日 平成18年12月15日

権利確定条件

本新株予約権の行使
時においても当社、
当社の子会社又は当
社の関係会社の取締
役または従業員（出
向社員を含む）の地
位にあることを要す
る。 
その他の条件につい
ては、当社と付与者
との間で締結した新
株予約権割当契約書
の定めによるものと
する。

対象勤務期間
平成18年12月15日～ 
平成20年12月11日 

権利行使期間
平成20年12月12日～ 
平成27年12月11日 



(2) ストック・オプションの規模及びその変動状況 

  a. ストック・オプションの数 

① 提出会社 

 
② 連結子会社(フォートラベル株式会社) 

 
  

  b. 単価情報 

① 提出会社 

 
(注) 権利行使価格及び行使時平均株価については、平成16年２月20日付の株式分割(１株につき５株)及び平成17年

11月18日付の株式分割(１株につき３株)による調整後の１株当たりの価格を記載しております。 

② 連結子会社(フォートラベル株式会社) 

 
  

第１回新株予約権 第２回新株予約権 第３回新株予約権 第４回新株予約権
権利確定前（株）

 期首 － 1,080 135 1,500

 付与 － － － －

 失効 － 21 15 129

 権利確定 － 1,059 120 －

 未確定残 － － － 1,371

権利確定後（株）

 期首 1,545 － － －

 権利確定 － 1,059 120 －

 権利行使 1,410 81 30 －

 失効 － 51 － －
 未行使残 135 927 90 －

第１回新株予約権
権利確定前（株）

 期首 －

 付与 3,794

 失効 －

 権利確定 －

 未確定残 3,794

権利確定後（株）

 期首 －

 権利確定 －

 権利行使 －

 失効 －
 未行使残 －

第１回新株予約権 第２回新株予約権 第３回新株予約権 第４回新株予約権

権利行使価格（円）(注) 13,334 334,260 285,130 482,040

行使時平均株価（円）(注) 388,681 422,556 441,400 －

付与日における 
公正な評価単価（円）

－ － － －

第１回新株予約権

権利行使価格（円） 175,000

行使時平均株価（円） －

付与日における 
公正な評価単価（円）

－



２．ストック・オプションの公正な評価単価の見積方法 

当連結会計年度における連結子会社のフォートラベル株式会社が平成18年12月15日に付与した第１

回新株予約権についての公正な評価単価の見積方法は、以下の通りであります。 

(1) 主な基礎数値及び見積方法 

当連結会計年度において付与された第１回新株予約権についての公正な評価単価の見積方法は、

付与日において未公開企業であるため、単位当たりの本源的価値の見積りにより算定しておりま

す。 

① １株当たりの評価額  175,000円 

株式の評価は、類似会社比準法に基づいて算出した価格を基礎として決定しております。 

② 新株予約権の行使価格 175,000円  

算定の結果、株式の評価額が新株予約権の行使時の払込金額と同額のため、単位当たり本源的

価値はゼロとなり、ストック・オプションの公正な評価単価もゼロと算定しております。 

③ 当連結会計年度末における本源的価値の合計額はゼロであります。 

(2) ストック・オプションの権利確定数の見積方法 

基本的には、将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方

法を採用しております。  

  

  



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

全セグメントの売上高の合計、営業利益の合計額に占めるマーケットプレイス事業の割合が、い

ずれも90％を越えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

  

当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

全セグメントの売上高の合計、営業利益の合計額に占めるマーケットプレイス事業の割合が、い

ずれも90％を越えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

  

前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

全セグメントの売上高の合計、営業利益及び全セグメントの資産の金額の合計額に占めるマーケ

ットプレイス事業の割合が、いずれも90％を越えているため、事業の種類別セグメント情報の記載

を省略しております。  

  

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありま

せん。 

  

当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありま

せん。 

  

前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありま

せん。 

  

【海外売上高】 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

海外売上高が連結売上高の10%未満のため、海外売上高の記載を省略しております。 

  

当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

海外売上高が連結売上高の10%未満のため、海外売上高の記載を省略しております。 

  

前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

海外売上高が連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。 

  



(企業結合等関係) 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

１．結合当事企業又は対象となった事業の名称及びその事業の内容、企業結合の法的形式、結合後企

業の名称並びに取引の目的を含む取引の概要 

(1) 結合当事企業又は対象となった事業の名称及びその事業の内容 

① 結合企業の名称  

  名称 株式会社カカクコム・フィナンシャル （連結子会社） 

② 対象となった事業の名称及びその事業の内容 

  事業の名称 マーケットプレイス事業のその他業務 

  事業の内容 外国為替保証金取引 

(2) 企業結合の法的形式 

共通支配下の取引 

(3) 結合後企業の名称 

株式会社カカクコム・フィナンシャル 

(4) 取引の目的を含む取引の概要 

昨今の金融ECサービスへの消費者ニーズの高まりといった状況を受け、専門性の高い金融

分野へのリソース・ノウハウを集約することで、事業の効率化を図ると共に、より質の高い

金融サービスを提供するため、当社の外国為替保証金取引事業部門を会社分割し、当社全額

出資の子会社である株式会社カカクコム・フィナンシャルに承継させます。 

  

２．実施した会計処理の概要 

当該会社分割は共通支配下の取引に該当するため、内部取引としてすべて消去しております。 

  

３．子会社株式の追加取得に関する事項 

(1) 取得原価及びその内訳 

  取得の対価 

  株式会社カカクコム・フィナンシャルの株式  90,000千円 

  

当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

 該当事項はありません。 

  



前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

１．結合当事企業又は対象となった事業の名称及びその事業の内容、企業結合の法的形式、結合後企

業の名称並びに取引の目的を含む取引の概要 

(1) 結合当事企業又は対象となった事業の名称及びその事業の内容 

① 結合企業の名称  

  名称 株式会社カカクコム・フィナンシャル （連結子会社） 

② 対象となった事業の名称及びその事業の内容 

  事業の名称 マーケットプレイス事業のその他業務 

  事業の内容 外国為替保証金取引 

(2) 企業結合の法的形式 

共通支配下の取引 

(3) 結合後企業の名称 

株式会社カカクコム・フィナンシャル 

(4) 取引の目的を含む取引の概要 

昨今の金融ECサービスへの消費者ニーズの高まりといった状況を受け、専門性の高い金融

分野へのリソース・ノウハウを集約することで、事業の効率化を図ると共に、より質の高い

金融サービスを提供するため、当社の外国為替保証金取引事業部門を会社分割し、当社全額

出資の子会社である株式会社カカクコム・フィナンシャルに承継させます。 

  

２．実施した会計処理の概要 

当該会社分割は共通支配下の取引に該当するため、内部取引としてすべて消去しております。 

  

３．子会社株式の追加取得に関する事項 

(1) 取得原価及びその内訳 

  取得の対価 

  株式会社カカクコム・フィナンシャルの株式  90,000千円 

  



(１株当たり情報) 

  

 
(注) 算定上の基礎 

１．１株当たり純資産額 

 
２．１株当たり中間(当期)純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額 

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１株当たり純資産額 20,173円29銭 １株当たり純資産額 27,237円58銭 １株当たり純資産額 24,064円61銭

１株当たり 
中間純利益金額

2,250円27銭
１株当たり 
中間純利益金額

3,767円51銭
１株当たり
当期純利益金額

6,033円31銭

 

 

 

 

潜在株式調整後１株当
たり中間純利益金額

2,225円24銭

  
 当社は、平成17年11月18日付で株
式１株につき３株の株式分割を行っ
ております。  
 なお、当該株式分割が前連結会計
年度の期首に行われたと仮定した場
合の前中間連結会計期間における１
株当たり情報については、以下のと
おりとなっております。

１株当たり純資産額 16,240円20銭

１株当たり  
中間純利益金額

831円99銭

潜在株式調整後1株当  
たり中間純利益金額

821円07銭

 

潜在株式調整後１株当
たり中間純利益金額

3,763円99銭

 

潜在株式調整後１株当
たり当期純利益金額

5,975円21銭

前中間連結会計期間末
(平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成19年９月30日)

前連結会計年度末
(平成19年３月31日)

中間連結貸借対照表(連結貸借対照表)
の純資産の部の合計額(千円)

─ 3,998,259 3,477,377

普通株式に係る純資産額(千円) ─ 3,898,678 3,444,440

差額の主な内訳(千円)

 少数株主持分 ─ 99,580 32,937

普通株式の発行済株式数(株) ─ 143,136 143,133

普通株式の自己株式数(株) ─ ─ ─

１株当たり純資産額の算定に用いられ
た普通株式の数(株)

─ 143,136 143,133

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日  
 至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日  
 至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日  
 至 平成19年３月31日)

１株当たり中間（当期）純利益金額

中間連結損益計算書（連結損益計算
書）上の中間（当期）純利益(千円)

318,818 539,262 856,247

普通株主に帰属しない金額(千円) ─ ─ ─

普通株式に係る中間（当期） 
純利益(千円)

318,818 539,262 856,247

普通株式の期中平均株式数(株) 141,680 143,135 141,920

潜在株式調整後１株当たり中間
（当期）純利益金額

中間（当期）純利益調整額(千円) ─ ─ ─

普通株式増加数（株） 1,594 134 1,380

（うち新株予約権(株)） (1,594) ( 134) ( 1,380)

希薄化効果を有しないため、潜在株式
調整後１株当たり中間（当期）純利益
の算定に含めなかった潜在株式の概要

新株予約権１種類
(新株予約権の数473個)

新株予約権１種類
(新株予約権の数452個)

新株予約権１種類
(新株予約権の数457個)



(重要な後発事象) 

  

 
  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

 

(子会社株式の一部売却及び子会社の

第三者割当増資について) 

 当社は、平成18年11月21日開催の

取締役会において、連結子会社であ

るフォートラベル株式会社の株式の

一部を当該子会社の取締役及び従業

員に売却することを決議し、同年12

月15日に売却いたしました。売却の

概要は、次のとおりであります。 

 

売却の概要

 売却の時期 平成18年12月15日

 売却する 
 株式の数

1,035株

 売却価額 181,125千円

 当社の連結子会社であるフォート

ラベル株式会社は、平成18年11月21

日開催の臨時株主総会において第三

者割当増資に関して決議し、同年12

月15日に払込を完了しております。

この第三者割当増資の概要は、次の

とおりであります。 

子会社の第三者割当増資の概要

 発行新株式数 普通株式 1,035株

 発行価額 １株につき175千円

 発行価額の 
 総額

181,125千円

 資本組入額 １株につき175千円

 払込期日 平成18年12月15日

 資金の使途
運転資金及び 
設備投資資金

 なお、この子会社株式の一部売却

及び第三者割当増資による当社の持

分比率の低下(100.0％から90.2％)に

伴い、関係会社株式売却益及び持分

変動利益が発生する見込であります

が、金額は確定いたしておりませ

ん。 

──────── ────────



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

 

前中間会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間会計期間末

(平成19年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

１ 現金及び預金 742,052 1,282,600 1,215,177

２ 売掛金 770,218 774,091 1,043,977

３ 有価証券 ― 900,000 ―

４ たな卸資産 14,036 4,573 ―

５ その他 191,440 220,659 352,141

貸倒引当金 △825 △2,447 △3,310

流動資産合計 1,716,922 48.6 3,179,477 62.0 2,607,984 59.5

Ⅱ 固定資産

１ 有形固定資産 ※１

(1) 器具及び備品 114,617 137,535 123,163

(2) その他 14,886 129,503 3.7 20,915 158,450 3.1 28,949 152,113 3.4

２ 無形固定資産

(1) ソフトウェア 339,704 402,916 351,383

(2) その他 136,698 476,402 13.5 124,013 526,929 10.3 125,972 477,355 10.9

３ 投資その他の資産

(1) 関係会社株式 1,014,069 1,061,549 973,638

(2) その他 193,879 208,082 181,315

貸倒引当金 △2,101 1,205,847 34.2 △6,798 1,262,832 24.6 △6,798 1,148,155 26.2

固定資産合計 1,811,754 51.4 1,948,213 38.0 1,777,624 40.5

資産合計 3,528,676 100.0 5,127,691 100.0 4,385,611 100.0



 

  

前中間会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間会計期間末

(平成19年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

１ 買掛金 280,912 593,624 351,674

２ 未払金 95,194 176,571 126,262

３ 未払法人税等 279,248 439,039 493,416

４ 賞与引当金 58,189 70,349 65,708

５ その他 ※２ 70,723 61,997 87,339

流動負債合計 784,267 22.2 1,341,582 26.2 1,124,401 25.6

負債合計 784,267 22.2 1,341,582 26.2 1,124,401 25.6

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

１ 資本金 432,956 457,592 457,164

２ 資本剰余金

(1) 資本準備金 604,676 629,311 628,884

資本剰余金合計 604,676 629,311 628,884

３ 利益剰余金

(1) その他利益剰余金

繰越利益剰余金 1,706,775 2,699,204 2,175,161

利益剰余金合計 1,706,775 2,699,204 2,175,161

株主資本合計 2,744,408 77.8 3,786,109 73.8 3,261,210 74.4

純資産合計 2,744,408 77.8 3,786,109 73.8 3,261,210 74.4

負債純資産合計 3,528,676 100.0 5,127,691 100.0 4,385,611 100.0



② 【中間損益計算書】 

  

 
  

前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 2,069,964 100.0 2,677,532 100.0 4,393,909 100.0

Ⅱ 売上原価 ※１ 504,072 24.4 747,848 28.0 1,086,521 24.7

売上総利益 1,565,891 75.6 1,929,684 72.0 3,307,387 75.3

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１ 930,478 44.9 1,382,311 51.6 1,982,017 45.1

営業利益 635,413 30.7 547,372 20.4 1,325,370 30.2

Ⅳ 営業外収益 ※２ 2,550 0.1 5,706 0.2 6,443 0.1

Ⅴ 営業外費用 ※３ 239 0.0 34 0.0 653 0.0

経常利益 637,725 30.8 553,045 20.6 1,331,160 30.3

Ⅵ 特別利益 ※４ ― 476,169 17.8 140,694 3.2

Ⅶ 特別損失 ※５ 7,275 0.4 ― ― 57,155 1.3

税引前中間(当期)純利益 630,449 30.4 1,029,214 38.4 1,414,699 32.2

法人税、住民税 
及び事業税

273,000 430,900 638,000

法人税等調整額 △13,924 259,075 12.5 △11,608 419,291 15.6 △63,059 574,940 13.1

中間(当期)純利益 371,374 17.9 609,923 22.8 839,759 19.1



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
  

当中間会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

  

 
  

株主資本

純資産合計

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合計

資本準備金 資本剰余金合計

その他利益剰

余金
利益剰余金合計

繰越利益剰余

金

平成18年３月31日残高 
(千円)

429,950 601,669 601,669 1,377,885 1,377,885 2,409,504 2,409,504

中間会計期間中の変動 
額

 新株の発行 3,006 3,006 3,006 6,013 6,013

 剰余金の配当 △42,483 △42,483 △42,483 △42,483

 中間純利益 371,374 371,374 371,374 371,374

中間会計期間中の変動 
額合計(千円)

3,006 3,006 3,006 328,890 328,890 334,904 334,904

平成18年９月30日残高 
(千円)

432,956 604,676 604,676 1,706,775 1,706,775 2,744,408 2,744,408

株主資本

純資産合計

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合計

資本準備金 資本剰余金合計

その他利益剰

余金
利益剰余金合計

繰越利益剰余

金

平成19年３月31日残高 
(千円)

457,164 628,884 628,884 2,175,161 2,175,161 3,261,210 3,261,210

中間会計期間中の変動 
額

 新株の発行 427 427 427 855 855

 剰余金の配当 △85,879 △85,879 △85,879 △85,879

 中間純利益 609,923 609,923 609,923 609,923

中間会計期間中の変動 
額合計(千円)

427 427 427 524,043 524,043 524,898 524,898

平成19年９月30日残高 
(千円)

457,592 629,311 629,311 2,699,204 2,699,204 3,786,109 3,786,109



前事業年度の株主資本等変動計算書(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

 
  

株主資本

純資産合計

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合計

資本準備金 資本剰余金合計

その他利益剰

余金
利益剰余金合計

繰越利益剰余

金

平成18年３月31日残高 
(千円)

429,950 601,669 601,669 1,377,885 1,377,885 2,409,504 2,409,504

事業年度中の変動額

 新株の発行 27,214 27,214 27,214 54,429 54,429

 剰余金の配当 △42,483 △42,483 △42,483 △42,483

 当期純利益 839,759 839,759 839,759 839,759

事業年度中の変動 
額合計(千円)

27,214 27,214 27,214 797,275 797,275 851,705 851,705

平成19年３月31日残高 
(千円)

457,164 628,884 628,884 2,175,161 2,175,161 3,261,210 3,261,210



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 資産の評価基準及び評価方法

(1)有価証券

①

───────

②子会社株式

 移動平均法による原価法を採

用しております。

③その他有価証券
   時価のないもの

 移動平均法による原価法を採
用しております。

１ 資産の評価基準及び評価方法

(1)有価証券

①満期保有目的の債券

 譲渡性預金については、取得

原価をもって貸借対照表価額と

しております。

②子会社株式

同左

③その他有価証券
   時価のないもの

同左

１ 資産の評価基準及び評価方法

(1)有価証券

①

───────

②子会社株式

同左

③その他有価証券
時価のないもの

同左

(2)たな卸資産

①商品

 総平均法による原価法を採用

しております。

②

─────── 

 

(2)たな卸資産

①

─────── 

 

②貯蔵品

 総平均法による原価法を採用

しております。 

 

(2)たな卸資産

①

─────── 

 

②

─────── 

 

２ 固定資産の減価償却の方法

(1)有形固定資産

定率法を採用しております。

ただし、建物（建物付属設備は

除く）については、定額法を採用

しております。

なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。

建物……………13～18年

器具及び備品…３～６年

２ 固定資産の減価償却の方法

(1)有形固定資産

定率法を採用しております。 

ただし、建物（建物付属設備は

除く）については、定額法を採用

しております。

なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。

建物……………８～18年

器具及び備品…４～10年

２ 固定資産の減価償却の方法

(1)有形固定資産

定率法を採用しております。 

 ただし、建物（建物付属設備は

除く）については、定額法を採用

しております。 

 なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。 

  建物………………13～18年 

  器具及び備品……４～６年

(2)無形固定資産

のれんについては５年で毎期均

等額を償却しております。また、

自社利用のソフトウェアについ

て、社内における利用可能期間(３

～５年)に基づく定額法を採用して

おります。 

 

(2)無形固定資産

同左

(2)無形固定資産

同左

３ 引当金の計上基準

(1)貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備え

るため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可

能性を検討し、回収不能見込額を

計上しております。 

 

３ 引当金の計上基準

(1)貸倒引当金

同左

３ 引当金の計上基準

(1)貸倒引当金

同左



 
  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(2)賞与引当金

従業員に対する賞与の支出に充

てるため、支給見込額のうち、当

中間会計期間の負担すべき額を計

上しております。 

 

(2)賞与引当金

同左

(2)賞与引当金

従業員に対する賞与の支出に充

てるため、支給見込額のうち、当

期の負担すべき額を計上しており

ます。

４ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項

(1)消費税等の処理方法

消費税等の会計処理は、税抜方

式によっております。

４ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項

(1)消費税等の処理方法

同左

４ その他財務諸表作成のための基

本となる重要な事項

(1)消費税等の処理方法

同左

(2)広告売上の計上基準について

広告主からの受注金額を売上高

として計上し、広告代理店に支払

う販売手数料を、代理店手数料と

して販売費及び一般管理費に計上

しております。

(2)広告売上の計上基準について

同左

(2)広告売上の計上基準について

同左



会計方針の変更 

  

 
  

前中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
 至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
 至 平成19年９月30日)

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
 至 平成19年３月31日)

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等）  

 当中間会計期間から、「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準」（企業会計基準委員会 平成

17年12月９日 企業会計基準第５

号）及び「貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準等の適用指

針」（企業会計基準委員会 平成17

年12月９日 企業会計基準適用指針

第８号）を適用しております。これ

による損益に与える影響はありませ

ん。  

 これまでの資本の合計に相当する

金額 は、2,744,408 千 円 であ り ま

す。  

 なお、当中間会計期間における中

間貸借対照表の純資産の部について

は、中間財務諸表等規則の改正に伴

い、改正後の中間財務諸表等規則に

より作成しております。 

 

――――――― （貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等） 

 当事業年度から「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準」

(企業会計基準委員会 平成17年12月

９日 企業会計基準第５号)及び「貸

借対照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準等の適用指針」(企業会計

基準委員会 平成17年12月９日 企

業会計基準適用指針第８号)を適用し

ております。これによる損益に与え

る影響はありません。  

 これまでの資本の部の合計に相当

する金額は、3,261,210千円でありま

す。  

 なお、当事業年度における貸借対

照表の純資産の部については、財務

諸表等規則の改正に伴い、改正後の

財務諸表等規則により作成しており

ます。 

（企業結合に係る会計基準等） 

 当中間会計期間から、「企業結合

に係る会計基準」（企業会計審議会

平成15年10月31日）及び「事業分離

等に関する会計基準」（企業会計基

準委員会 平成17年12月27日 企業

会計基準第７号）並びに「企業結合

会計基準及び事業分離等会計基準に

関する適用指針」（企業会計基準委

員会 平成17年12月27日 企業会計

基準適用指針第10号）を適用してお

ります。 

 なお、本会計基準適用に伴う影響

額の算出は困難なため、記載してお

りません。 

 

――――――― （企業結合に係る会計基準等） 

 当事業年度から「企業結合に係る

会計基準」（企業会計審議会 平成

15年10月31日）及び「事業分離等に

関する会計基準」（企業会計基準委

員会 平成17年12月27日 企業会計

基準第７号）並びに「企業結合会計

基準及び事業分離等会計基準に関す

る適用指針」（企業会計基準委員会

終改正平成18年12月22日 企業会

計基準適用指針第10号）を適用して

おります。 

 なお、本会計基準適用に伴う影響

額の算出は困難なため、記載してお

りません。

――――――― （有形固定資産の減価償却の方法） 

 法人税法の改正（（所得税法等の

一部を改正する法律 平成19年３月

30日 法律第６号）及び（法人税法

施行令の一部を改正する政令 平成

19年３月30日 政令第83号））に伴

い、当中間会計期間から、平成19年

４月１日以降に取得したものについ

ては、改正後の法人税法に基づく方

法に変更しております。 

 なお、当該変更に伴う損益に与え

る影響は軽微であります。 

 

―――――――



追加情報 

  

 
  

前中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
 至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
 至 平成19年９月30日)

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
 至 平成19年３月31日)

――――――― （譲渡性預金の貸借対照表上の表示

方法） 

 譲渡性預金については、従来「現

金及び預金」に含めて表示しており

ましたが、「金融商品会計に関する

実務指針」（日本公認会計士協会

終改正平成19年７月４日 会計制

度委員会報告第14号）の改正に伴

い、当中間会計期間から「有価証

券」として表示しております。 

 なお、当中間会計期間末及び前事

業年度末における当該金額は、以下

のとおりであります。 

  当中間会計期間末  900,000千円 

  前事業年度末    700,000千円 

 

―――――――



注記事項 

  

(中間貸借対照表関係) 

  

 
  

  

(中間損益計算書関係) 

  

 
  

  

前中間会計期間末 
(平成18年９月30日)

当中間会計期間末
(平成19年９月30日)

前事業年度末 
(平成19年３月31日)

※１．有形固定資産の減価償却累計

額

148,674千円

※１．有形固定資産の減価償却累計

額

207,918千円

※１．有形固定資産の減価償却累計額

177,967千円

※２．消費税等の取扱い

仮払消費税等と仮受消費税等は

相殺のうえ、流動負債の「その

他」に含めております。

※２．消費税等の取扱い

同左

※２．

───────

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

※１．減価償却実施額

有形固定資産 24,018千円

無形固定資産 79,373千円

 

※１．減価償却実施額

有形固定資産 30,270千円

無形固定資産 95,471千円

 

※１．減価償却実施額

有形固定資産 53,311千円

無形固定資産 138,557千円

 

※２．営業外収益のうち主なもの

業務受託料    2,100千円

※２．営業外収益のうち主なもの

受取利息    3,166千円

業務受託料   1,400千円

※２．営業外収益のうち主なもの

受取利息    1,263千円

業務受託料   4,500千円

※３．営業外費用のうち主なもの

支払利息      215千円

 

※３．

───────

  

 

※３．営業外費用のうち主なもの

支払利息     215千円

株式交付費    416千円

※４．

───────

※４．特別利益の内容

関係会社株式売却益 475,306千円

※４．特別利益の内容

関係会社株式売却益 140,694千円

※５．特別損失の内容

固定資産除却損

ソフトウェア仮勘定 7,275千円

 

※５．

───────

※５．特別損失の内容

投資有価証券評価損 49,879千円

固定資産除却損

ソフトウェア仮勘定 7,275千円



(中間株主資本等変動計算書関係) 

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

自己株式に関する事項 

該当事項はありません。 

  

当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

自己株式に関する事項 

該当事項はありません。 

  

前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

自己株式に関する事項 

該当事項はありません。 

  

  

(リース取引関係) 

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

該当事項はありません。 

  

当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

該当事項はありません。 

  

前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

該当事項はありません。 

  

  

(有価証券関係) 

前中間会計期間末（平成18年９月30日） 

子会社株式で時価のあるものはありません。 

  

当中間会計期間末（平成19年９月30日） 

子会社株式で時価のあるものはありません。 

  

前事業年度末（平成19年３月31日） 

子会社株式で時価のあるものはありません。 

  

  



(企業結合等関係) 

前中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

１．結合当事企業又は対象となった事業の名称及びその事業の内容、企業結合の法的形式、 

  結合後企業の名称並びに取引の目的を含む取引の概要 

(1) 結合当事企業又は対象となった事業の名称及びその事業の内容 

① 結合企業の名称  

  名称 株式会社カカクコム・フィナンシャル （連結子会社） 

② 対象となった事業の名称及びその事業の内容 

  事業の名称 マーケットプレイス事業のその他業務 

  事業の内容 外国為替保証金取引 

(2) 企業結合の法的形式 

  共通支配下の取引 

(3) 結合後企業の名称 

  株式会社カカクコム・フィナンシャル  

(4) 取引の目的を含む取引の概要 

 昨今の金融ECサービスへの消費者ニーズの高まりといった状況を受け、専門性の高い金融分野

へのリソース・ノウハウを集約することで、事業の効率化を図ると共に、より質の高い金融サー

ビスを提供するため、当社の外国為替保証金取引事業部門を会社分割し、当社全額出資の子会社

である株式会社カカクコム・フィナンシャルに承継させます。 

  

２．実施した会計処理の概要 

当該移転事業に係る資産及び負債を、移転前に付された適正な帳簿価額により株式会社カカクコ

ム・フィナンシャルへと承継するとともに、移転された資産及び負債の適正な帳簿価額による純資産

額に基づいて算定された承継会社の株式を取得しております。  

  

３．子会社株式の追加取得に関する事項 

(1) 取得原価及びその内訳 

  取得の対価 

  株式会社カカクコム・フィナンシャルの株式  90,000千円 

  

当中間会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

該当事項はありません。 

  



前事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

１．結合当事企業又は対象となった事業の名称及びその事業の内容、企業結合の法的形式、 

  結合後企業の名称並びに取引の目的を含む取引の概要 

(1) 結合当事企業又は対象となった事業の名称及びその事業の内容 

① 結合企業の名称  

  名称 株式会社カカクコム・フィナンシャル （連結子会社） 

② 対象となった事業の名称及びその事業の内容 

  事業の名称 マーケットプレイス事業のその他業務 

  事業の内容 外国為替保証金取引 

(2) 企業結合の法的形式 

  共通支配下の取引 

(3) 結合後企業の名称 

  株式会社カカクコム・フィナンシャル  

(4) 取引の目的を含む取引の概要 

 昨今の金融ECサービスへの消費者ニーズの高まりといった状況を受け、専門性の高い金融分野

へのリソース・ノウハウを集約することで、事業の効率化を図ると共に、より質の高い金融サー

ビスを提供するため、当社の外国為替保証金取引事業部門を会社分割し、当社全額出資の子会社

である株式会社カカクコム・フィナンシャルに承継させます。 

  

２．実施した会計処理の概要 

当該移転事業に係る資産及び負債を、移転前に付された適正な帳簿価額により株式会社カカクコ

ム・フィナンシャルへと承継するとともに、移転された資産及び負債の適正な帳簿価額による純資産

額に基づいて算定された承継会社の株式を取得しております。 

  

３．子会社株式の追加取得に関する事項 

(1) 取得原価及びその内訳 

  取得の対価 

  株式会社カカクコム・フィナンシャルの株式  90,000千円 

  

  



(１株当たり情報) 

  

 
(注) 算定上の基礎 

１．１株当たり純資産額 

 
２．１株当たり中間(当期)純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額 

 

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１株当たり純資産額 19,367円47銭 １株当たり純資産額 26,451円13銭 １株当たり純資産額 22,784円47銭

１株当たり 
中間純利益金額

2,621円22銭
１株当たり 
中間純利益金額

4,261円17銭
１株当たり
当期純利益金額

5,917円13銭

 

 

 

 

潜在株式調整後１株当
たり中間純利益金額

2,592円06銭

  
 当社は、平成17年11月18日付で株
式１株につき３株の株式分割を行っ
ております。  
 なお、当該株式分割が前会計年度
の期首に行われたと仮定した場合の
前中間会計期間における１株当たり
情報については、以下のとおりとな
っております。

１株当たり純資産額 14,689円20銭

１株当たり  
中間純利益金額

1,123円73銭

潜在株式調整後1株当  
たり中間純利益金額

1,108円98銭

 

潜在株式調整後１株当
たり中間純利益金額

4,257円19銭

 

潜在株式調整後１株当
たり当期純利益金額

5,860円15銭

前中間会計期間末
(平成18年９月30日)

当中間会計期間末
(平成19年９月30日)

前事業年度末
(平成19年３月31日)

中間貸借対照表(貸借対照表)の純資産
の部の合計額(千円)

─ 3,786,109 3,261,210

普通株式に係る純資産額(千円) ─ 3,786,109 3,261,210

差額の主な内訳(千円) ─ ─ ─

普通株式の発行済株式数(株) ─ 143,136 143,133

普通株式の自己株式数(株) ─ ─ ─

１株当たり純資産額の算定に用いられ
た普通株式の数(株)

─ 143,136 143,133

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日  
 至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日  
 至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日  
 至 平成19年３月31日)

１株当たり中間（当期）純利益金額

中間損益計算書（損益計算書）上の 
中間（当期）純利益(千円)

371,374 609,923 839,759

普通株主に帰属しない金額(千円) ─ ─ ─

普通株式に係る中間（当期） 
純利益(千円)

371,374 609,923 839,759

普通株式の期中平均株式数(株) 141,680 143,135 141,920

潜在株式調整後１株当たり 
中間（当期）純利益金額

中間（当期）純利益調整額(千円) ─ ─ ─

普通株式増加数（株） 1,594 134 1,380

（うち新株予約権(株)） (1,594) (134) (1,380)

希薄化効果を有しないため、潜在株式
調整後１株当たり中間（当期）純利益
の算定に含めなかった潜在株式の概要

新株予約権１種類
(新株予約権の数473個)

新株予約権１種類
(新株予約権の数452個)

新株予約権１種類
(新株予約権の数457個)

 



(重要な後発事象) 

  

 
  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

(子会社株式の一部売却及び子会社の

第三者割当増資について) 

 当社は、平成18年11月21日開催の

取締役会において、連結子会社であ

るフォートラベル株式会社の株式の

一部を当該子会社の取締役及び従業

員に売却することを決議し、同年12

月15日に売却いたしました。売却の

概要は、次のとおりであります。 

 

売却の概要

 売却の時期 平成18年12月15日

 売却する 
 株式の数

1,035株

 売却価額 181,125千円

 売却益 140,694千円

 

─────── ───────



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

 
  

  

(1)
有価証券報告書 
及びその添付書類

事業年度 
(第10期)

自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日

平成19年６月27日 
関東財務局長に提出。

(2)
有価証券報告書の 
訂正報告書

上記(1) 有価証券報告書の訂正報告書
平成19年10月25日 
関東財務局長に提出。



該当事項はありません。 

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の中間監査報告書 

 

 

 株 式 会 社 カ カ ク コ ム 

 
  

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株

式会社カカクコムの平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１８

年４月１日から平成１８年９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益

計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間

連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、株式会社カカクコム及び連結子会社の平成１８年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了す

る中間連結会計期間（平成１８年４月１日から平成１８年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況

に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、子会社であるフォートラベル株式会社の株式の一部を平成18年12

月15日に売却し、又、同日、当該子会社は第三者割当増資を実施した。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上

  

 

平成１８年１２月１５日

取締役会 御中

監査法人 ト ー マ ツ

指定社員 
業務執行社員

公認会計士 水  上  亮 比 呂  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士 三  富  康  史  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会

社）が別途保管しております。 

 



独立監査人の中間監査報告書 

 

 

 株 式 会 社 カ カ ク コ ム 

 
  

 

  
 

  
 

  

 当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れている株式会社カカクコムの平成１９年４月１日から平成２０年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間

（平成１９年４月１日から平成１９年９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中

間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行っ

た。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する

意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、株式会社カカクコム及び連結子会社の平成１９年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了す

る中間連結会計期間（平成１９年４月１日から平成１９年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況

に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上

  

 

平成１９年１２月１４日

取締役会 御中

監査法人 ト ー マ ツ

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  水  上  亮 比 呂  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士 三  富  康  史  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会

社）が別途保管しております。 

 



独立監査人の中間監査報告書 

 

 

 株 式 会 社 カ カ ク コ ム 

 
  

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株

式会社カカクコムの平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの第１０期事業年度の中間会計期間（平成１８

年４月１日から平成１８年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中

間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任

は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、株式会社カカクコムの平成１８年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１８

年４月１日から平成１８年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、子会社であるフォートラベル株式会社の株式の一部を平成18年12

月15日に売却した。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上

 

平成１８年１２月１５日

取締役会 御中

監査法人 ト ー マ ツ

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  水  上  亮 比 呂  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士 三  富  康  史  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会

社）が別途保管しております。 

 



独立監査人の中間監査報告書 

 

 

 株 式 会 社 カ カ ク コ ム 

 
  

 

  
 

  
 

  

 当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れている株式会社カカクコムの平成１９年４月１日から平成２０年３月３１日までの第１１期事業年度の中間会計期間

（平成１９年４月１日から平成１９年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計

算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査

法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、株式会社カカクコムの平成１９年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１９

年４月１日から平成１９年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上

 

平成１９年１２月１４日

取締役会 御中

監査法人 ト ー マ ツ

指定社員 
業務執行社員

公認会計士 水  上  亮 比 呂  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士 三  富  康  史  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会

社）が別途保管しております。 
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